
令 和 ６ 年 度

天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書

議第３７号
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第１条　令和６年度天草市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

　　（１）給水戸数 33,618 戸

　　（２）年間総給水量 7,804,024 ㎥

　　（３）一日平均給水量 21,306 ㎥

　　（４）主要な建設改良事業

ア　管路整備事業 256,627 千円

イ　施設整備事業 216,500 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　事　業　収　益 2,164,008 千円

　　第１項 1,796,693 千円

　　第２項 367,305 千円

　　第３項 10 千円

　第１款　事　業　費 2,210,315 千円

　　第１項 2,089,091 千円

　　第２項 120,384 千円

　　第３項 640 千円

　　第４項 200 千円

（総 　　 則）

（業務の予定量）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令 和 ６ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　入

支　　　　出

特 別 損 失

予 備 費

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用
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（資本的収入及び支出）

　第１款　資　本　的　収　入 661,635 千円

　　第１項 456,800 千円

　　第２項 190,435 千円

　　第３項 14,400 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,748,170 千円

　　第１項 715,315 千円

　　第２項 732,855 千円

　　第３項 300,000 千円

 （企 業 債）

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法 償還の方法

 政府資金についてはその融資条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定するものによる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えすることができる。

起　債　の　目　的 限度額 利率

建 設 改 良 事 業 456,800千円
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，０８６，５３５千円は当年

  度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６０，６３８千円及び過年度分損益勘定留保資金１，０２５，８９７千円で補てんするものとす

  る。）。

投 資 有 価 証 券

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

収　　　　入

支　　　　出

出 資 金

企 業 債

工 事 負 担 金
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 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職員給与費 170,368 千円

 （他会計からの補助金）

第８条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。

  （たな卸資産購入限度額）

第９条  たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　令和６年２月１９日提出

　天草市長　馬場　昭治　　

理由

　水道事業会計の経営基盤確立のため。

款

事業収益

金額項

営業外収益 166,237千円
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天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ６ 年 度
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１ ７ ～ １０ 頁

２ １１ 頁

　

３ １２ ～ １８ 頁

４ １９ ～ ２１ 頁

５ ２２ 頁

６ ２３ 頁

７ ２４ ～ ２６ 頁

８ ２７ 頁

９ ２８ 頁

１０ ２９ ～ ３０ 頁
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収 入

（単位：千円）

備 考

1 事 業 収 益 2,164,008

１ 営 業 収 益 1,796,693

１ 給 水 収 益 1,775,994

２ そ の 他 の 営 業 収 益 20,699

２ 営 業 外 収 益 367,305

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,616

２ 他 会 計 補 助 金 166,237

３ 受 託 事 業 収 益 35,924

４ 長 期 前 受 金 戻 入 157,882

５ 雑 収 益 646

３ 特 別 利 益 10

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 10

款

令 和 ６ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

目 予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 事 業 費 2,210,315

１ 営 業 費 用 2,089,091

１ 原 水 及 び 浄 水 費 488,133

２ 配 水 及 び 給 水 費 302,280

３ 業 務 費 119,799

４ 総 係 費 94,852

５ 減 価 償 却 費 1,046,120

６ 資 産 減 耗 費 37,907

２ 営 業 外 費 用 120,384

１ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 86,269

２ 消 費 税 等 34,115

３ 特 別 損 失 640

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 640

４ 予 備 費 200

１ 予 備 費 200

目 予 定 額項款
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収 入

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 収 入 661,635

１ 企 業 債 456,800

１ 企 業 債 456,800

２ 出 資 金 190,435

１ 他 会 計 出 資 金 190,435

３ 工 事 負 担 金 14,400

１ 消 火 栓 新 設 負 担 金 14,400

目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項款
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 支 出 1,748,170

１ 建 設 改 良 費 715,315

１ 拡 張 費 94,470

２ 改 良 費 466,120

３ 固 定 資 産 購 入 費 103,289

４ 事 務 費 51,436

２ 企 業 債 償 還 金 732,855

１ 企 業 債 償 還 金 732,855

３ 投 資 有 価 証 券 300,000

１ 投 資 有 価 証 券 300,000

款 目 予 定 額項
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 △ 97,171 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 653,284

減 価 償 却 費 1,046,120 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 37,907 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,392

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 39,760 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 157,882 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 6,616 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 0

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 86,269 県 補 助 金 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 売 却 損 益 0 一 般 会 計 出 資 金 に よ る 収 入 190,435

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 17,007 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 14,400

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 191 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 300,000

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 749,841

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 Ⅲ

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 2,145 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 456,800

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 732,648

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 57 △ 275,848

849,892 Ⅳ △ 255,450

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 6,616 Ⅴ 1,139,771

利 息 の 支 払 額 △ 86,269

770,239

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

令和６年度天草市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（間接法により算出）

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 資 金 期 末 残 高

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

884,321

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）
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１　総括

（ ）

（ ）

（ ）

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）

（ ）

（ ）

前 年 度
2

71,788 57,225

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

3,777 9,468 3,512 12,980
1

129,013 23,838 152,851
17

比 較
△ 1

5,691

（千円） （千円）

本 年 度
1

77,479 61,002 138,481 27,350 165,831
18

給 料 職員手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

15,724 11,044 1,880

△ 238 △ 90

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

856 1,859 2,102

職員
手当
等の
内訳

比 較 △ 658 198

一 般 職 報 酬

前年度 3,484 1,800 711 1,200 87

（千円） （千円）

本年度 2,826 1,800 909 1,200 87 7,596 144

区 分

6,740 144 16,555 13,622 11,282 1,970

18,414

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手　当

通勤手当 住居手当

13,539
1

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員及び第１号会計年度任用職員分を外書き

24,492 156,829
17

比 較
△ 1

222 5,691 4,029

前 年 度
4

2,954 71,788 57,595 132,337

9,942 3,597

本 年 度
3

3,176 77,479 61,624 142,279 28,089 170,368
18

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 職員手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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（ ）

（ ）

（ ）

△ 6 258比 較

前年度 370

（千円） （千円） （千円）

本年度 364 258

※職員数の（　　　）内は、第１号会計年度任用職員分を外書き

職員
手当
等の
内訳

区 分
扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比 較 222

739 4,537

前 年 度
2

2,954 370

252 474 85 559

3,324 654 3,978

（千円） （千円）

本 年 度
2

3,176 622 3,798

一 般 職 報 酬 給 料 職員手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

15,466 11,044 1,880

△ 238 △ 90

　　イ 会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

856 1,865 1,844

職員
手当
等の
内訳

比 較 △ 658 198

前年度 3,484 1,800 711 1,200 87

（千円） （千円）

本年度 2,826 1,800 909 1,200 87 7,596 144

区 分

6,740 144 16,185 13,622 11,282 1,970

18,050

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時間外勤
務 手 当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

平均昇給率

３　給料及び職員手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

　（２）初任給

その他の増減分

平 均 年 齢

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

区 分

1.27%

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）
説 明 備 考

増 減 額

(千円）

202

539給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

給 料

4,950
 転入

高　校　卒

大　学　卒

区 分
事 務 ・ 技 術 職

（円）

一 般 会 計 の 制 度

（円）一 般 行 政 職

166,600

196,200

166,600

196,200

5職員の
異動状況

 採用

事 務 ・ 技 術 職

346,361

3,057

720

 転出

本年度

前年度

増  減

 退職

18

17

1

期末手当・勤勉手当

令和５年１月１日現在 366,453

43歳11月

4

377,139

46歳2月

331,253

区 分

令和６年１月１日現在

職 員
手 当 等

5,691

3,777

（円）

その他の増減分

制度改正に伴う増減分
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　（３）級別職員数

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（ 2 ） （ 100.0 ）

　※級別職員数の（　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

2 11.1

令和６年１月１日現在

７　級
1 5.6

６　級

４　級
9 50.0

５　級
2 11.1

２　級

３　級
2 11.1

計
18 100.0

１　級
2 11.1

2 11.8

令和５年１月１日現在

７　級
1 5.9

６　級

４　級
8 47.0

５　級
1 5.9

２　級

３　級
2 11.8

計
17 100.0

１　級
3 17.6
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 (級別の基準となる職務）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

首席審議員 局　　長 課　　長 課　　長 係　　長 主　　事 主　　事

首席審議員 審 議 員 審 議 員 主　　任 技　　師 技　　師

課　　長 課長補佐 課長補佐 主　　査

審 議 員 係　　長

参　　事

事 務 ・ 技 術 職

－ 16 －



　（４）昇給　　　　　

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

18 18

17 17

 

4 4

 

13 13

 

 

94.4 94.4

17 17

16 16

 

4 4

1 1

11 11

 

 

94.1 94.1

区 分 合 計

本
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

前
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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　（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

水道閉栓手当

　（６）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

12月（月分） （月分）

（1.175） （2.35）

2.250 4.500

（1.150） （2.300）

2.200 4.400

　※支給率の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

　（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同

定年前早期退職特例措置
（3％～45％）

同

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同

同

区 分
20年勤続の者

そ の 他 の 加 算 措 置 等
一般会計の制度
と の 異 同（月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

本 年 度
（1.175）

有 同
2.250

前 年 度
（1.150）

有 同
2.200

区 分
支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同
6 月 （ 月 分 ） 級 等 に よ る 加 算 措 置

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 全 職 種 事 務 ・ 技 術 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.11 0.11

支 給 対 象 職 員 の 比 率
68.42 68.42

( 令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 )
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  513,574
    ロ  782,007
          △ 387,377 394,630
    ハ  33,347,460
          △ 15,365,673 17,981,787
    ニ  7,569,653
          △ 5,656,488 1,913,165
    ホ  15,318
          △ 12,170 3,148
    ヘ  63,097
          △ 48,635 14,462
    ト  147,159
      20,967,925
(2)
    イ  51,510
    ロ  14,894
    ハ  2,887,546

二  0
ホ  1,883

      2,955,833
(3)
    イ  1,800,000
      1,800,000
      25,723,758
2
(1) 884,321
(2) 57,763

△ 1,818 55,945
(3) 3,992
(4) 0
      944,258
      26,668,016

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度天草市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物

（　令和７年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

資 産 の 部

そ の 他 無 形 固 定 資 産

水 利 権
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

地 上 権

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

車 輌 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産
現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,183,219

ロ 5,300

4,188,519

(2)
    イ  147,403

ロ 0

147,403
      4,335,922

4

(1)

イ  705,023

ロ 10,010

715,033

(2) 146,890

(3)
    イ  10,806

ロ 2,244

13,050

(4) 57,499
      932,472

5

(1) 5,041,383

(2) △ 1,617,266

3,424,117
      8,692,511

負 債 の 部

負 債 合 計

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金
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千円 千円 千円

6

(1) 17,892,739

      17,892,739

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 5,270

      58,350

(2)

    イ  24,416

      24,416

      82,766

      17,975,505

      26,668,016

                                                                                                                                    

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３.

令 和 ６ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（予定貸借対照表等に関する注記）

資本剰余金

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上方法

企業債の償還に係る他会計の負担

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規

則」という。）　別表第２号を適用している。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は、１，０７３，３９４千円である。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る

資本剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見

込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認

識し、当該年度の不能欠損予定額から不能欠損予定率を算出し、回収不能

見込額を算定している。

消費税及び地方消費税の会計処理

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前

の例により整理している。

　修繕引当金

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員

の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当

基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

　賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上し
ている。ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成
２９年度から１５年（８年目）にわたり、均等額となるよう費用処理す
る。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して
支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

　退職給付引当金

令和６年度において、退職手当として６，０４４千円を支給するため、

退職給付引当金６，０４４千円を使用する。
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千円 千円 千円

1
(1) 1,650,019
(2) 0
(3) 18,499 1,668,518

2
(1) 448,107
(2) 272,824
(3) 109,474
(4) 89,421
(5) 1,067,529
(6) 21,365
(7) 0 2,008,720

340,202
3
(1) 1,335
(2) 250,396
(3) 0
(4) 31,642
(5) 162,084
(6) 567 446,024

4
(1) 101,068
(2) 0 101,068 344,956

4,754
5
(1) 10 10

6
(1) 0
(2) 579
(3) 0 579 △ 569

4,185
117,402
71,000

192,587

令和５年度天草市水道事業予定損益計算書（前年度分）
（　令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで　）

総 係 費
減 価 償 却 費

営 業 収 益
給 水 収 益

原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
業 務 費

受 託 工 事 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 損 失

他 会 計 補 助 金

支払利息及び企業債取扱諸費

受 託 事 業 収 益

雑 収 益
営 業 外 費 用

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用
営 業 損 失

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  513,574
    ロ  782,007
          △ 368,634 413,373
    ハ  32,855,270
          △ 14,602,175 18,253,095
    ニ  7,493,038
          △ 5,470,640 2,022,398
    ホ  13,986
          △ 11,832 2,154
    ヘ  57,859
          △ 44,002 13,857
    ト  107,156
      21,325,607
(2)
    イ  60,358
    ロ  14,894
    ハ  2,951,105

二 0
ホ  1,144

      3,027,501
(3)
    イ  1,500,000
      1,500,000
      25,853,108
2
(1) 1,139,771
(2) 40,756

△ 1,775 38,981
(3) 4,183
(4) 0
      1,182,935
      27,036,043

土 地

令和５年度天草市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（　令和６年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

資 産 の 部

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

そ の 他 無 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
水 利 権
電 話 加 入 権
ダ ム 使 用 権
地 上 権

現 金 預 金
未 収 金

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,431,441

ロ 15,310

4,446,751

(2)

    イ  142,403

ロ 45,307

187,710

      4,634,461

4

(1)

イ  722,638

ロ 10,010

732,648

(2) 149,035

(3)

    イ  10,364

ロ 2,139

12,503

(4) 57,556

      951,742

5

(1) 5,026,983

(2) △ 1,459,384

3,567,599

      9,153,802

負 債 の 部

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
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千円 千円 千円

6

(1) 17,631,304

      17,631,304

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 5,270

      58,350

(2)

    イ  192,587

      192,587

      250,937

      17,882,241

      27,036,043

                                                                                                                                    

                                                                                                                                    

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３.

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は、１，２７９，１３８千円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見込

額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認識

し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定している。

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員の

給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当基準

日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　修繕引当金

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前の

例により整理している。

　貸倒引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につい

ては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合をもって

支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上している。

ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成２９年度か

ら１５年（７年目）にわたり、均等額となるよう費用処理する。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度退

職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して支払

うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に相当す

る金額を計上している。

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

令和５年度において、退職手当として６，２８２千円を支給するため、退職

給付引当金６，２８２千円を使用する。

　賞与引当金及び法定福利費引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

資本剰余金引当金の計上方法

　退職給付引当金 予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る資本

剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。

令 和 ５ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

（予定貸借対照表等に関する注記）

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規則」

という。）　別表第２号を適用している。
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期 間 金 額 期 間 金 額 給 水 収 益
損 益 勘 定
留 保 資 金

そ の 他

令和4年度 令和6年度

～令和5年度 ～令和8年度

令和3年度 令和6年度

～令和5年度 ～令和7年度

令和4年度 令和6年度

～令和5年度 ～令和7年度

18,245

債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

天草市水道料金等収納業務委託 486,435 194,574 291,861 291,861

416,566天草市水道事業運転管理等業務委託 1,041,415 624,849 416,566

天草市水道事業運転管理等業務委託 48,156 24,078 24,078 24,078

天草市水道事業水質検査業務委託 22,237 令和6年度 22,237 22,237

天草市水道施設基本計画書策定業務委託 18,245 令和6年度 18,245
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１　事業の経営方針

２　主な投資的事業の概要

(1)主な拡張・改良事業

種別 予定期間 金額（千円）

送水管 令和4年度～令和8年度 6,120

配水管 令和6年度 7,500

配水管 令和6年度～令和7年度 10,850

配水管 毎年度 225,257

施設 令和6年度 10,000

施設 令和5年度～令和6年度 13,069

施設 令和4年度～令和8年度 70,000

施設 令和6年度 7,500

施設 令和6年度 8,000

施設 令和6年度 10,000

施設 令和6年度 121,000

(2)主な固定資産の購入

規格・数量 金額（千円）

口径　13mm～75mm　5,695個 17,821

施設管理用機械・装置 流量計、水位計、送水ポンプ、エアコンなど 76,700

水道施設管理システム ハードウェア、ソフトウェア 2,134

ノートパソコン　3台 643

主 な 事 業 の 概 要

　天草市水道事業は、広域に隔てた給水区域により形成されており経営効率が悪く、加えて施設の老朽化が進み、修繕等の維持管理に費用を要してい
る。また、給水人口減少などにより給水量は年々減少傾向ではあるが、計画的かつ効率的な施設更新により費用を抑制し、収入確保の方策を検討しな
がら経営の安定化を図ります。

　投資的経費は、建設改良費715,315千円の支出を見込み、その主な財源は、企業債456,800千円、工事負担金14,400千円及び損益勘定留保資金等
244,115千円を見込んでいる。
　主な投資的事業の予定は次のとおり。

固定資産名

量水器

楠浦浄水場～第三配水池無線テレメータ設置

城の平浄水場加圧ポンプ設備改修工事

天草町水道施設監視設備クラウド化工事

工事・委託内容

五和町城河原地区送水管布設工事

五和町城河原地区送水施設整備工事

各地区配水管布設替工事

楠浦浄水場薬注設備PLC改修工事

楠浦町配水管布設工事

志柿町仲の塩屋地区配水管布設測量設計業務委託

枦宇土浄水場更新詳細設計業務委託

水道施設基本計画書策定業務委託

パソコン
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３　一般会計からの補助金の概要

【一般会計補助金の内訳】 （単位：千円） 【一般会計補助金の推移】 （単位：千円）

４　地方債現在高の見込み

（単位：千円）

令和5年度 令和6年度

基
準
内

高料金対策費 90,265 基準内 519,627 449,392 397,929 366,203

項　　目 補助金 区　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度

287,233

簡易水道建設改良費 183,810 基準外 219,439 104,270 93,777 99,738 69,439

465,941 356,672

統合水道に係る簡水建設改良（統合後） 10,400 （注）令和2年度～令和4年度の数値は決算額。
　　　令和5年度及び令和6年度の数値は当初予算額。

児童手当 1,352

統合水道に係る簡水建設改良（統合前） 1,406 合　計 739,066 553,662 491,706

小　　計 287,233

簡易水道経営健全化費 37,834

無水源簡易水道事業 12,329

　

令和6年度末
見込額返済見込額

水道事業債 5,848,734 5,179,399 732,855 4,903,344

区　　分
令和4年度末

現在高
令和5年度末

見込額

456,800

基
準
外

建設改良費（過疎債分） 13,265

借入見込額

令和6年度中増減見込

合　　計 356,672

未普及地域解消事業 6,011

小　　計 69,439

519,627 449,392 397,929 366,203 287,233

219,439

104,270
93,777 99,738

69,439

739,066

553,662
491,706 465,941

356,672

0

500,000

1,000,000

R2 R3 R4 R5 R6

基準内 基準外 合 計

（千円） 一般会計補助金の推移
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